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貸 借 対 照 表 

〔 ２０２０年３月３１日現在 〕 

（単位：百万円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

流動資産 １１,４３９ 流動負債 ５,８８１ 

現金及び預金  ４４０ 買掛金 ３,９４２ 

売掛金 ７,９４５ 未払金 ３４０ 

関係会社預け金 ９００ 未払費用 ４４１ 

商品・仕掛品 １,７３７ 未払法人税等 ２６５ 

前払費用 ６１８ 未払消費税等 ２２６ 

その他 １０２ 前受収益 ５０５ 

貸倒引当金 △３０５ 受注損失引当金 ５３ 

  その他 １０６ 

固定資産 ６,０５６ 固定負債 ４,２６８ 

 有形固定資産 ９４５ 退職給付引当金 ４,０９３ 

建物附属設備 ２４１ 役員退職慰労引当金 １１１ 

器具・備品 ５３３ その他 ６３ 

建設仮勘定 １１６   

有形リース資産 ５３ 
負債合計 １０,１４９ 

 無形固定資産 １,９１７ 

ソフトウェア １,５６６ 
純 資 産 の 部 

  ソフトウェア仮勘定 ３５０ 

その他 ０ 株主資本 ７,３４６ 

投資その他の資産 ３,１９４  資本金 ４,０００ 

投資有価証券 １  利益剰余金 ３,３４６ 

関係会社株式 ８７２   利益準備金 ６３４ 

敷金 １９０   その他利益剰余金 ２,７１１ 

前払年金費用 ３７１    繰越利益剰余金 ２,７１１ 

繰延税金資産 １,７３８ 
純資産合計 ７,３４６ 

その他 ２１ 

資産合計 １７,４９６ 負債・純資産合計 １７,４９６ 
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損 益 計 算 書 

自：２０１９年４月 １日 

至：２０２０年３月３１日 

                                   （単位：百万円） 

科 目 金 額 

       

売 上 高     ３１,７６５  

売 上 原 価     ２５,２０９  

売 上 総 利 益      ６,５５６  

        

販売費及び一般管理費     ５,４６３  

営 業 利 益     １,０９３  

       

営  業  外  収  益       

受取利息及び配当金  １１１     

そ  の  他   １４   １２５  

       

営  業  外  費  用         

支 払 利 息  １７     

支 払 手 数 料  ８     

そ  の  他   ５   ３１  

       

経 常 利 益      １,１８７  

       

税 引 前 当 期 純 利 益     １,１８７  

       

  法 人 税 等        

法人税、住民税及び事業税  ４６２     

法 人 税 等 調 整 額  △１１５   ３４７  

        

当  期  純  利  益     ８４０  
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

                自：２０１９年４月 １日  

                            至：２０２０年３月３１日  

                                                                             （単位：百万円） 

 

株   主   資   本     

 

 

純資産 

合 計 
資本金 

利 益 剰 余 金 

株主資本

合 計 
利 益   

準備金 

そ の 他   

利益剰余金 利益剰余金

合 計 繰 越 利 益 

剰 余 金 

当期首残高 ４,０００ ３０３ ５,５１５ ５,８１８ ９,８１８ ９,８１８ 

当期変動額       

剰余金の配当  ３３１ △３,６４３ △３,３１２ △３,３１２ △３,３１２ 

当期純利益   ８４０ ８４０ ８４０ ８４０ 

当期変動額合計  ３３１ △２,８０３ △２,４７１ △２,４７１ △２,４７１ 

当期末残高 ４,０００ ６３４ ２,７１１ ３,３４６ ７,３４６ ７,３４６ 
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個 別 注 記 表 

                自：２０１９年４月 １日  

                            至：２０２０年３月３１日  

 

 

１．重要な会計方針に関する注記 
 
（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

 
関係会社株式 移動平均法による原価法 
 
その他有価証券 
 
時価のないもの 移動平均法による原価法 

 
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 
 

商  品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下 
              による簿価切下げの方法により算定） 

 
仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ 

る簿価切下げの方法により算定）  
    

（３）固定資産の減価償却方法 
 

有形固定資産 定額法 
（リース資産を除く） 

 
無形固定資産 定額法 
（リース資産を除く） 自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能 

期間（５年）に基づく定額法によっています。 
サービス提供目的固定資産についてはその提供期間にわた 
って均等償却しております。 
 

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
について、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす 
る定額法を採用しております。 
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（４）引当金の計上基準 
 

貸倒引当金                債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について 
は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等、特定の債権につい 
ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し 
ております。 

 
受注損失引当金        受注契約に係る将来損失に備えるため、当期末における手 

持受注案件のうち、損失発生の可能性が高く、かつ、その 
金額を合理的に見積もることが可能な案件の損失見積額 
を受注損失引当金として計上しております。 

 
退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付 

債務及び年金資産の見込額に基づき、計上しています。 
              なお、過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤 

務期間以内の一定年数（１０年）による定額法により、発 
生時から費用処理しております。 

 また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残 
存勤務期間以内の一定年数（１０年）による定額法により、 
発生の翌事業年度より費用処理しております。 

 
役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えて内規による当期末退職 

慰労金要支給額を計上しております。 
 

（５）収益及び費用の計上基準 
 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 
 
当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進
行基準を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。な
お、工事進行基準を適用する工事の当期末における進捗度の見積りは、原価比例法によ
っております。 
 

（６）消費税等の会計処理 
 

税抜き方式を採用しております。 
 

２．表示方法の変更に関する注記 
 

前事業年度において、営業外費用「その他」に含めて表示しておりました「支払利息」
は金額的重要性が高まったため、当事業年度より独立掲記しております。 

 
３．貸借対照表に関する注記 

 
（１）有形固定資産の減価償却累計額は２,０７５百万円であります。 
 
（２）減損損失累計額は建物附属設備及び器具・備品に対する４１百万円であります。 
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（３）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は次のとおりです。 
 

短期債権    ５１１百万円 
短期債務  １,６７９百万円 
 

４．損益計算書に関する注記 
 

（１）関係会社との取引 
 
  営業取引による取引高 

 
売上高              １,８２９百万円 
仕入高             １１,１５２百万円 
販売費及び一般管理費         ６１９百万円 
 

 営業取引以外の取引による取引高  
 
受取利息                 ０百万円 
受取配当               １１１百万円  

 
５．株主資本等変動計算書に関する注記 

 
（１）当期末における発行済株式の数 
  

普通株式 ８０,０００株 
 
（２）配当に関する事項 
 

① 配当金支払額 
 

２０１９年６月２１日の定時株主総会において、次のとおり決議しました。 
 
  配当金の総額  ３１２百万円 
  配当の原資  利益剰余金 
  １株当たり配当額  ３,９００円 
  基準日  ２０１９年３月３１日 
  効力発生日  ２０１９年６月２１日 
 

２０１９年１２月９日の取締役会において、次のとおり決議しました。 
 
  配当金の総額  ３,０００百万円 
  配当の原資  利益剰余金 
  １株当たり配当額  ３７,５００円 
  基準日  ２０１９年 ９月３０日 
  効力発生日  ２０１９年１２月 ９日 
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② 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 
 

２０２０年６月１８日開催の定時株主総会の提案として、普通株式の配当に関
する事項を次のとおり提案しております。 

   
  配当金の総額  ４２０百万円  
  １株当たり配当額  ５,２５０円 
  基準日  ２０２０年３月３１日 
  効力発生日  ２０２０年６月１８日 
      
  なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 
 

６．税効果会計に関する注記 
 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 

繰延税金資産 

  退職給付引当金  １,２５３百万円 

  減価償却超過額  ７４百万円 

  その他  ５４３百万円 

 繰延税金資産 小計  １,８７０百万円 

  評価性引当額  △１１百万円 

 繰延税金資産 合計  １,８５９百万円 

     

繰延税金負債  

   前払年金費用  △１１４百万円 

 売上原価追加計上額  △７百万円 

 繰延税金負債 合計  △１２１百万円 

     

繰延税金資産の純額  １,７３８百万円 

 

７．リースにより使用する固定資産に関する注記 
 
貸借対照表に計上している固定資産のほか、社内システム用電子計算機器設備等の一部に

ついては所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。 
 

８．金融商品に関する注記 
 

（１）金融商品の状況に関する事項 
 

・資金運用、資金調達については、NTTファイナンス㈱の CMS（キャッシュマネジメントサ 
 ービス）を利用しています。 
・売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。 
・投資有価証券は主に出資先企業の株式であり、期末に業績、財政状態の報告を受けること 
としております。 
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・関係会社株式は主に子会社（ｴﾇｱｲｼｰ･ﾈｯﾄｼｽﾃﾑ㈱、ｴﾇｱｲｼｰ･ｿﾌﾄ㈱、ｴﾇｱｲｼｰ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱）に 
対するものであり、四半期ごとの業績、財政状態の報告を受けることとしております。 

・買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。また、決済時において流動性リスク 
 に晒されますが、毎月資金計画を見直す等の方法により、そのリスクを回避しております。 

 
（２）金融商品の時価等に関する事項 
 

２０２０年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額ついては以下
のとおりであります。 

 
（単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

① 現金及び預金 ４４０ ４４０ － 

② 売掛金 ７,９４５ ７,９４５ － 

③ 関係会社預け金 ９００ ９００ － 

④ 買掛金 （３,９４２） （３,９４２） － 

⑤ 未払金 （３４０） （３４０） － 

⑥ 未払費用 （２６０） （２６０） － 

⑦ 未払法人税等 （２６５） （２６５） － 

 
（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

①現金及び預金、②売掛金、③関係会社預け金、④買掛金、⑤未払金、⑥未払費用、 

⑦未払法人税等 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳 
簿価額によっております。 

     
（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
 

区 分 貸 借 対 照 表 計 上 額 

投 資 有 価 証 券             １ 

関 係 会 社 株 式        ８７２    

 
市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積るには過大なコストを要する

と見込まれます。従って、時価を把握することが極めて困難と認められるため、算定し
ておりません。 
 

（注３）負債で計上されているものについては、（ ）で表示しております。 
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９．関連当事者との取引に関する注記 

（単位：百万円） 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注１）当社と関連当事者以外の会社との取引と同様に、取引規模等を総合的に勘案し交渉の上 

決定しております 
（注２）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を決定しております。 
(注３) 資金の運用利率については NTT ﾌｧｲﾅﾝｽ株式会社が市場金利を勘案した利率をもとに決定

してます 
（注４）取引金額には消費税を含めておりません。期末残高には消費税を含めております。 
 

１０．１株当たり情報に関する注記 
 

（１）１株当たり純資産額   ９１,８３５円 ４銭  
 

（２）１株当たり当期純利益   １０,５０１円８３銭 
 
 

１１．その他の注記 
 
記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

属 性 会社等の名称 

議決権等の 

所有（被所

有）割合 

関連当事者 

との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

子会社 
ｴﾇｱｲｼｰ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ 

株式会社 

所有 

直接 100% 

IBM 製品仕

入先 

資金の貸付 

仕入 

資金の回収(注 2) 

増資の引受 

６,２１９ 

８００ 

７００ 

買掛金 

短期貸付金 

関係会社株式 

１,２１６ 

０ 

８２２ 

その他の  

関係会社 

日本ｱｲ・ﾋﾞｰ・ｴﾑ

株式会社 

被所有 

直接 35% 

ｼｽﾃﾑ開発の

受託等 

役員の兼任 

 

売上 

 

 

１,６８３ 

 

  

売掛金 

 

 

３５２ 

 

親会社の

子会社 

ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ｺﾐｭﾆｹｰ

ｼｮﾝｽﾞ株式会社 
なし 

ｼｽﾃﾑ開発の

受託等 
売上 ２,１１７ 売掛金 ４４５ 

親会社の

子会社 

ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ｺﾑｳｪｱ 

株式会社 
なし 

ｼｽﾃﾑ開発の

受託等 
売上 ３,９１３ 売掛金 ９５１ 

親会社の

子会社 

西日本電信電話

株式会社 
なし 

ｼｽﾃﾑ開発の

受託等 
売上 １,６７３ 売掛金 ５４０ 

親会社の

子会社 

株式会社 NTT ﾄﾞｺ

ﾓ 
なし 

ｼｽﾃﾑ製品の

販売等 
売上 ４４８ 売掛金 ３８６ 

親会社の

子会社 

NTT ﾌｧｲﾅﾝｽ株式

会社 
なし 資金の預入 資金運用(注 3) ９００ 

関係会社 

預け金 
９００ 


